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「交通空白」の深層と核心
～テクノロジーと人の力で、移動を社会の成長エンジンに～

令和８年5月15日

総合政策局モビリティサービス推進課

星 明彦
公共交通利用促進キャラクター「のりたろう」



目の前の「交通空白」への対応 「交通空白」解消に向けた持続可能な体制づくり

集中対策期間後も見据え、自治体等における体制構築を推進リストアップされたすべての地区・地点で

「交通空白」解消に目途

※ 未然防止が必要な地区（要モニタリング地域の足1,632地区・観光の足146地点）にも先手先手で対応

体制構築基本目標 共同化目標 都道府県目標

3か年で300市町村 3か年で100件 3か年で47都道府県
都道府県ごとにモデル地域を創出

国による総合的な後押し

実施中
548地区
準備中

854地区
検討中

655地区

早急に要対策

252地点
要対策

210地点

地方運輸局等による
首長訪問・事業者との橋渡し・伴走支援 制度・事例等に係る情報・知見の提供 実証・実装等に向けた十分な財政支援

「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム (R8.2.13：1,409会員) 新たな制度的枠組みの構築
共同化・協業化、自治体の体制強化、観光の足とのハイブリッド化 等

事業者への働きかけ
（山口県タクシー協会）

バス協調・共創プラットフォームひろしま

カタログによる
マッチング支援

パートナー企業からの
ご発表

(株)バイタルリード(株)Will Smart

第1回プラットフォーム発足
（R6.11.25）

第2回プラットフォーム
（R7.3.19）

さらなる官民の取組
実装に向けて

パイロット・プロジェクトの展開
（５分野30プロジェクト）

発足時の総会に
計500名超が参加

平井鳥取県知事ほか
各界からの講演

能登地域における広域連携のイメージ

• 奥能登2市2町で広域で共通のAIオンデマンド交通の導
入

• 広域運営体制を構築することにより、圧倒的な担い手不足
に対応

スクールバスへの地域住民の混乗に
係る実証事業（京都府京田辺市）

• 広島市とバス事業者８社で、協調・共創プラットフォーム
（一般社団法人化）を立ち上げ、共同運営システムを構築
データを活用した企画立案・システムや車両の共有等を実施

国土交通大学校での研修
（データやGISの活用等の研修）

複数施設での共同送迎システムによる
運行実証事業（岡山県玉野市）

国土交通省「交通空白」解消本部（本部長：国土交通大臣）
① 「地域の足対策」と「観光の足対策」
② 「日本版ライドシェア」や「公共ライドシェア」

のバージョンアップと全国普及

公共RS

日本版RS

乗合タクシー

許可・登録を
要しない輸送AIオンデマンド

ローカル鉄道 バス

乗用タクシー
R6.  7.17 第１回本部 R7. 2.25 第３回幹事会

R6.  8.  7 第１回幹事会 R7. 4.24 第４回幹事会

R6.  9.  4 第２回本部 R7. 5.30 第４回本部

R6.10.30 第２回幹事会 R7. 9.10 第５回幹事会

R6.12.11 第３回本部 R7.12.19 第５回本部

「交通空白」解消に向けた取組方針2025（概要）※骨太の方針2025にも本施策を位置づけ

地域の足

約2,000
地区

観光の足

約460
地点

○ 人口減少や高齢化による免許返納が進展。買物、医療、教育など様々な日常サービスを支える地域交通の役割は
ますます高まる一方、地域鉄道・路線バスの運転者の不足、減便や廃止により、地域交通は危機的な状況

○ 日本版・公共ライドシェア等の新しい移動手段のほか、鉄道・バス・タクシー・デマンド交通等あらゆる移動手段を総動
員しながら、「交通空白」を解消していく必要

（八）地域未来戦略
地域交通や物流を維持するため、中継輸送やＤＸの推進、多様な
主体による協業を促す枠組みの創設を通じ、交通空白やドライバー
などの担い手不足の課題解消に取り組みます。

高市内閣総理大臣 施政方針演説（R8.2.20抜粋）

地方運輸局等により、首長等への直接訪問や自治体担当者との事務打合せ、
交通事業者等との橋渡し・調整、都道府県と連携した説明会の開催等を実施

『「強い経済」を実現する総合経済対策』（令和７年11月21日閣議決定）＜抜粋＞

２．地方の伸び代の活用と暮らしの安定

(1)地域の生活環境を支える基幹産業の支援・活性化（地域交通の維持・物流体制維持への支援）

地方の生活と産業を支える地域交通については、その利便性、生産性、持続可能性を高めるための地

域交通のリ・デザインを引き続き全面展開する。 「『交通空白』解消に向けた取組方針2025」に基づき、

集中対策期間における全国約2,500の「交通空白」解消に向けた、地方公共団体や公共交通事業者

等による地域の実情に応じた移動手段の確保・維持の取組を進める。具体的には、デマンド交通や公共

ライドシェア等の移動手段の導入、事業主体間の共同化・ 協業化も通じた地域の輸送資源の最大活用

やシステム標準化等の地域交通ＤＸを総合的に推進する。また、自動運転の早期の社会実装・事業化

及び運輸安全委員会における事故原因究明体制の構築等に向けた取組を推進する。

自治体業務の補完・省力化を推進し、「交通空白」解消に向けた持続可能な体制
づくりを支援するため、ガイダンスやポータルサイト、カタログ等の支援ツールを提供

MOBILITY UPDATE PORTAL
（実務者向け支援ツール）

予算面や体制構築(広域調整、担い手づくり等)を必要とする取組に対して、各種支
援メニューにより、「交通空白」解消に向けた取組の実装や持続可能な体制づくりを後
押し

集中対策期間（R7～9）後

首長への訪問
（熊本県人吉市）

2

国土交通省における「交通空白」解消の取り組み



多大なる「機会損失」
地域の担い手不足、世帯所得・消費の低迷
子どもたちの学ぶ機会や将来の可能性の喪失
高齢者の健康面への悪影響・社会保障費増大

観光消費の減退

通学・通院・買い物・旅行に
お困りごとを抱える方々
（移動手段の不足）

「交通空白」は、地域と個人の成長を阻む“見えない壁”

表面の課題

家族送迎負担
（主に現役世代の無償労働）

地域の衰退、都市への人口流出、
少子化の深刻化

我が国の活力の減退

内在する
本質的な課題



人口減少と人口偏在の加速

３



①家族送迎による時間損失： 子育てのための家族送迎
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〇 子育てのための家族送迎は、ライフステージに応じ変化。
〇 週１０時間の家族送迎（無償労働）は、それだけでも一人当たり法定労働時間（週４０
時間）の25%にも相当。

これに親の介護・通院
送迎が重なっていく。



①家族送迎による時間損失： 地方部と都市部の格差拡大
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〇 人口が少ない（「交通空白」が生まれている）地方ほど、子供の送迎負担（自家用車
による）は、親、特に女性に偏って、重くのしかかる。

「中学生のスポーツ活動と保護者の関与に関する
調査」（2025年1月、日本財団）

「都市における人の動きとその変化」 

（令和３年度国土交通省全国都市交通
特性調査集計結果より）



①家族送迎による時間損失： 可処分時間の断片化、介護離職の誘発

7
出典：内閣府「育児と介護のダブルケアの実態に関する調査（2016年）」の就業状況データほかをもとに、EY、国交省が作成。

〇 教育、医療、介護などのエッセンシャルサービスは、送迎があって初めて成立。しかし、保育や通学、介護サービ
スの開所時間や施設送迎時間は、各施設の運営やその担い手に配慮し、制約・固定化されがち。その結果、各
家庭が、仕事との両立のため自らのタイムスケジュールを調整する余地は少ない。

〇 それらに送り出し準備、迎え・戻りの運転、待機等が付随し、可処分時間を圧迫。更に突発での子供や親のケ
ア、不定期の通院や遠方送迎が加われば、可処分時間は更に断片化、就労はより短時間で不安定なものに。

〇 親が送迎を手伝えるうちは助けになるが、親の加齢やフレイル化、学校や病院の統廃合、部活動の地域移行
等が進むにつれ、職場側が育児・介護に配慮した勤務体系を用意していても、就労継続は困難になっていく。

子育て関係（登下校、学童、部活動、塾、習い事など） 親の介護・医療関係（施設送迎付デイサービス利用＋通院送迎） 就労可能時間帯（薄緑：その他の可処分可能時間帯）

5時 6時 7時 8時 9時
10
時

11
時

12
時

13
時

14
時

15
時

16
時

17
時

18
時

19
時

登園・登校
送り／戻り

7:00〜8:00
家族送迎

下校・学童 
迎え

（待機あり）

15〜17時 親が迎える

習い事・塾など
送り/迎え

デイサービス
見送り

8:15〜9:00 
施設送迎

デイサービス
出迎え

16〜17時
施設送迎

9:30〜12:00 病院

就労可能時間は、約5時間に制約
9:30〜14:30

子育て

親の
支援

就労
可能
時間

遠方病院への通院送迎
※ヘルパー不在時の親の介護も要介護度に応じ対応

（週1など（時間休で対応））

学校外活動 送り/迎え（待機あり）

 （部活動の地域移行、週２～３回）

弁当・朝食
登校支度
洗濯掃除
など

親宅へ
車で
移動

通
勤

隙間で
買物、用事？

夕食支度
宿題支援など

通
勤

1日の送迎回数：4～5回 | 子ども関連：朝1回＋夕1～2回 介護関連：朝1回＋夕1回
約10時間／週の家族送迎が、実際には
就労可能時間を約5時間／日に制約

地方部での典型事例：40代女性 ／ 子供２人 ／ 要介護の母（別居。送迎付デイサービス週3回、通院週１回など）

親宅
へ
車で
移動

親宅
から
車で
戻り

まとまった可処分時間は、ここだけ

家族送迎 家族送迎

家族送迎家族送迎

※太赤枠は、施設運営等のため固定化された
スケジュール

（保育園、学校、介護施設、病院、学童等の開所時間／施設送迎時間など）

施設送迎利用 施設送迎利用

在宅家事 在宅家事

家族送迎



②地域の担い手と稼ぐ力の喪失； 時間損失による就業機会逸走と世帯所得低
迷

8
出典：総務省統計局、 令和3年社会生活基本調査の実測値

経産省、仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン（2024年）のデータを基にEY作成

〇 家族送迎負担は、特に女性の就労可能時間を分断・短縮し、非正規雇用を余儀なくする、管理職への昇任
を諦めさせる、介護のため離職せざるを得ないといった状況を引き起こす。さらに都市への転出を加速する。
〇 これらの経済・社会損失は、個人や個別の世帯の問題、地方の問題ではなく、日本全体の構造的課題か。

構造的制約：制度の「時間の壁」 当事者の実態：スケジュールが「断片化」 経済・社会課題の顕在化

昼間就労に男女で大きな格差。
女性は就労可能時間も短く。

• 全人口に占める男性の昼間就労者（就労
行動者率）は51〜55%（9〜14時のコア
時間帯）。

• これに対し、女性は30〜35%にとどまり、就
労時間も短い。

家族送迎行動が女性に集中。
（特に男性の約5倍）

• 学校、学童、デイサービス、塾や習い事の送
迎負担が、朝と夕方〜夜の時間帯、特に女
性に集中。

• 親が送迎を手伝えるうちは大きな助けだが、
働き手が壮年世代になり親の加齢やフレイル
化が進行すると、就労継続が困難に。
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労  

行
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男性：仕事
行動者率（％）

女性：仕事
行動者率（％）

男性：育児・介護関係
行動者率（％）

女性：育児・介護関連
行動者率（％）

国際労働組合総連合（ITUC）は、「ケアエコノミー」
（介護、育児、家事等のケア労働に関する経済活
動）に公的投資をすることで、担い手不足等の問
題解決につながり、債務を減らすと指摘。また、イ
ギリスでは、GDPの２％をこの領域に投資するこ
とで、150万人の労働を創出すると試算。
https://a.msip.securewg.jp/doc/docview/viewer/docN16FF415B5C9978447e14805d2368c3
abe5f99cbcec3d667eba1c4881798fa6e41e950a151aca

仕事と介護の両立困難による労働総量・生産
性の低下は、2030年時点で9.2兆円に相当と
試算（「介護両立支援のアクション 経営者向
けガイドライン」） 

介護離職やワーキングケアによる経済損失

ケアエコノミー投資による好循環創出

まとまった可処分
時間は、ここだけ

夕方～夜に
家族送迎負担
が集中



②地域の担い手と稼ぐ力の喪失； 時間損失が、女性の稼ぐ力と希望を失わせる。

9

〇 ジェンダーに寄らず誰しもが、魅力ある仕事をしたい、自己実現したい等の観点から、管理職への関心を十分
に持っている。 しかしながら、家庭送迎等の負担が集中しがちな女性は、「仕事とプライベートの両立」、「就労
時間を十分確保できない」などの理由により、管理職等への昇進を諦めることが多い。

〇 更に、親や地域、職場からの無意識のバイアス（偏見）や圧力をきっかけに、昇進意欲を失わせたり、早期の
離職を余儀なくされる（負のループに陥る）傾向がある。

管理職や昇進に関する男女意識調査（mento）

内閣府男女共同参画局「第5次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ」～
（令和2年12月25日閣議決定）より



稼ぐ力の喪失： 「交通空白」が、インバウンドに地方来訪を諦めさせる。
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〇 インバウンドが「旅行中に困ったこと」の上位に「公共交通の利用」 （特に二次交通）が依
然挙げられており、訪問を諦めるなど地方誘客の大きなボトルネックとなっている。さらに、
インバウンドの44%が、「交通空白が原因で、いくつかの観光地への訪問を諦めた」とする
調査結果も。

〇 「交通空白」が解消されれば、インバウンド等が日本の隅々まで誘客され、国内外との交
流や消費の拡大を通じ地域経済を活性化、同時にオーバーツーリズムの未然防止・抑制に
大きく貢献する可能性。

令和5年度「訪日外国人旅行者の受入環境整備に 関するアンケート」調査結果

“訪日観光客は、日本の交通機関に全体
的に満足しているが、62%の人が「旅行
中に少なくとも1回移動手段やアクセスに
関する課題に直面」、18%（5人に1人）が
「滞在中日常的にそのような課題に直
面」、加えて44%が「交通空白が原因で、
いくつかの観光地に行くのを諦めた」 と
回答。”

“交通環境が改善すれば、1,500万人の
訪日観光客が国内の新しい目的地を訪
問できるようになり、観光支出が年間
2,430億円増加する可能性。これは日本
の年間観光収入の4.5%の増加に相当。“
Abhineet Kaul, Swee Cheng Wei, Chailyn Ong (Access Partnership)

＜グローバルシンクタンクによるレポート＞



③多大なる機会損失： 域内消費の低迷、地域活動等の消失、「生きる喜びや生きがい」の喪失

11

〇 交通空白地では、全ての年齢層において、「（もし出かけられるのなら）本当はもっと出
かけたい」との潜在外出願望が強くある。外出手段がない、家族に送迎を頼むのを遠慮す
る等により、おでかけ（日用品以外の買い物）、趣味、仲間との会合などの最大８割程度
を諦めている。

デジタル庁、令和6年度「自動運転等新たなデジタル技術を活用したモビリティサービスの社会実装に向けた移動需要の把握に関する調査研究」

通院を我慢
（１割程度）

普段の買い物を我慢
（１～２割程度）

家族送迎を減らしたい
（１割程度）

お出かけを我慢
（３～８割程度（潜在需要））



③多大なる機会損失： 保護者の時間制約が、子供に学校外体験を諦めさせる。

12

〇 「保護者に時間的余裕がない（送迎、付き添いなど）」が、経済的理由と相まって、子供の
部活動など学校外での経験を諦めさせる主たる原因に。
〇 その傾向は、地方部において、更にひとり親世帯において、より顕著に現れる。

子どもの「体験格差」実態調査最終報告書（公益社団法人チャンス・フォー・チルドレン、2023年7月）

子どもがやってみたいと思う学校外の体験をさせてあげられなかった理由（都市圏／地方部）

子どもがやってみたいと思う学校外の体験をさせてあげられなかった理由
（ひとり親世帯／ふたり親世帯）



③多大なる機会損失： サポートを必要とする世帯ほど、子供の諦め（教育機会の逸走）が顕著に。

13

〇 疾病や障害を抱えるなど「サポートを必要とする世帯」ほど、可処分時間が少なく、子
供の学校外体験の諦めは顕著となる。

子どもの「体験格差」実態調査最終報告書（公益社団法人チャンス・フォー・チルドレン、2023年7月）



③格差の拡大、人口流出： 学校外体験の諦めが、将来の経済格差に。

14

〇 子供の学校外体験の有無は、学業成績のみならず、「将来の外向性・協調性、情緒安
定性」や「将来所得や学歴」と高い相関があるとされている。
〇 交通空白に伴う学校外体験の諦めが、子供の将来に負の影響を及ぼす。もし、そのお
それや諦めが重なれば、子供の将来のため都市への転出を考えざるを得なくなる。

小学校時代の課外・学校外活動と学業、非認知能力、将来の成果との関係―運動と音楽の選択に着目して（独立行政法人経済産業研究所（RIETI）： 久米 功一（東洋大学）、鶴 光太郎（ファカル
ティフェロー）、佐野 晋平（神戸大学）／安井 健悟（青山学院大学））

小学生の学校外体験（部活動経験）
と、学業成績、将来の非認知能力
（外向性等）、将来の所得や学歴
の相関

（＋が多いほど正の相関が高い）

https://www.rieti.go.jp/users/tsuru-kotaro/index.html
https://www.rieti.go.jp/users/tsuru-kotaro/index.html


③格差の拡大、人口流出： 世帯所得の低迷が、将来の経済格差に。

15

〇 家族送迎負担等による可処分時間の減少は、世帯所得の縮小をもたらすおそれ。そ
れが放置されれば、子供の学力、高校卒業後の進路、更には就労形態や生涯所得に影
響を与え、結果、経済・社会格差の拡大や子供の将来への負の連鎖をもたらすおそれが
ある。

文部科学省「教育投資の現状に関する考え方」（平成24年11月）より



③少子化の深刻化： 経済的負担、時間制約、将来社会への不安等が主な要因

16

〇 「子供を望まない」のは、「経済的な理由」、「時間制約（仕事との両立）」が主要因とされて
いる。さらに「地域社会の衰退」など「子供の将来を取り巻く社会への不安」が大きく影響す
るとされている。

子供の将来を取り巻く社会に不安を持つ理由

子供を望まない理由 合計特殊出生率の推移



③少子化の深刻化： 可処分時間と稼ぐ力、地域の活力の再生による少子化の歯止め

17

〇 「交通空白」解消により、現役世代の可処分時間と稼ぐ力を取り戻し、地域の活力を再
生することで、将来不安を解消することが急務。

〇 それらにより、少子化や地方の人口減少に歯止めをかけることができれば、「交通空白」
解消が、わが国が抱える「構造的な負の連鎖」を根幹から断ち切ることに繋がる。

「2024年の特殊合計出生率（1.15）は、可処分時間を
２時間増やすことで約「0.35」、若者の賃金を年率4%
増やすことで約「0.2」上がると推定。」
（希望出生率を約1.6と推定。なお、現行「加速化プラン」（児童手当増額、高等教育学
費軽減など）による押上げ効果は、約「0.1」）

こども家庭審議会「第19回基本政策部会」（こども家庭庁）
（2026 年 2 月 20 日） 柴田 悠委員 （京都大学） 資料より

現役世代の就労機会増加
等により世帯所得を増加
（若者の年率４％の賃上げ）

「交通空白」解消により現役世代を
家族送迎負担から解放

現役世代の可処分時間を
増加（平日１日２時間）

こども未来戦略
「加速化プラン」を、
強力に後押し



④健康面での悪影響： 移動は、「健康」の社会的決定要因（SDH： Social Determinants of Health）

18
University of Wisconsin Population Health Institute.

〇  「健康」は、生物学的な要因のみならず、社会的要因により決定されると言われている
（WHO「健康の社会的決定要因（Social determinants of health; SDH）」）。

〇 さらに生活習慣、教育、雇用・経済、医療・介護、社会参画など、健康（特に健康寿命）に寄与す
る社会的決定要因の多くが、「移動環境」により規定されてしまう。

WHO 健康の社会的決定要因（Social determinants of health; SDH）

内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する調査結果（令和5年度）」より

高齢者にとって「病院、公共施設、買い
物等が遠いこと」が突出して深刻。

高齢者にとって、自律的に外出する手段・能力を無くし知人との会
合など社会活動への参加機会を失うことは、「生きがいの喪失」
（QOLの低下）、更には「身体機能の急速な低下」に直結しやすい。

内閣府令和6年度高齢社会白書、「生活機能の自立・非自立、都市規模別にみた高齢者」（東京都健
康長寿医療センター研究所 小林 江里香）ほかより

東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保
健研究チーム 桜井良太、藤原佳典（平成30年7月、
International psychogeriatric）

社会的孤立×閉じこもり傾向の高齢
者は、6年後の死亡率が2.2倍高いと
の研究成果も。



④地域格差の拡大： 健康寿命の格差縮小に向けて

19

第４回 健康日本21（第三次）推進専門委員会
「健康寿命の令和４年値について」（令和6年12月）
ほか

〇 「第３次健康日本２１」 ※では、「健康寿命の延伸（平均寿命の増加分を上回る健康寿命の
増加）」と共に、「健康寿命の格差縮小 （都道府県格差）」を目標とし、「個人の行動と健康状態の改
善」及び「社会環境の質の向上」を図ることとされている。※ 健康増進法に基づく「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方

針」（令和５年５月告示）

健康寿命（令和４年） ※ 左が男性、右が女性

大阪医科薬科大学研究支援センター
医療統計室の片岡葵、伊藤ゆり准教
授は、東北大学中谷友樹教授、京都
大学近藤尚己教授、東京医科大学井
上茂教授、菊池宏幸講師、広島大学
福井敬祐准教授、大阪大学佐藤倫治
特任助教との共同研究により、全国
1707の市区町村の地理的な社会経
済指標による平均寿命 (Life 
Expectancy: LE) ・健康寿命 
(Healthy Life Expectancy: HLE) の
格差の存在を、初めて明らかにした。

The Lancet Regional Health-Western Pacific

住んでいる市町村により
健康寿命に格差
～社会経済指標が悪い地域ほど、
健康寿命は短い～
（2021年8月30日）

女性の健康寿命

男性の健康寿命

＜1707市町村の上位群と下位群の差＞
男性 健康寿命：2.32年
女性 健康寿命：0.93年

困窮度が高い →← 困窮度が低い



④重症化と社会保障費の増大 フレイル発症・重症化の悪循環（フレイルサイクル）

20

〇 高齢者においては、「外出頻度＝活動量」の低下が発端となり、発症。骨格筋量の低下、
血行悪化等が社会的／心理的／肉体的脆弱性を増長しながら、重症化を加速。これを予
防するためには、「栄養・疾病管理」と共に、適度な運動を伴う「外出頻度」と「社会参画機
会」の維持が肝要。 フレイルは、加齢に伴う心身の変化と社会的、環境的な要因が合わさることにより発症、重症化。

加齢に伴う活動量の低下と社会交流機会の減少
↓
身体機能の低下（歩行スピードの低下）、筋力の低下
↓
認知機能の低下、易疲労性※2や活力の低下、慢性的な管理が必要な疾患
（呼吸器病、心血管疾患、抑うつ症状、貧血）、体重減少、低栄養など

「 地域支援事業を活用した地域づくり・資源開発」（ ㈱日本能率協会総合研究所服部真治主幹研究員）

外出手段の喪失



④重症化と社会保障費の増大 送迎負担の増大、運転免許返納や高齢者世帯増加による外出頻度低下

21

〇 地方部では、「交通空白」により、高齢者の外出手段が極端に自家用車（運転又は家族
送迎）に依存。現役世代の「家族送迎負担」を高める原因に。また、地方部では、運転免許
の返納や高齢者単独世帯の増加が高齢者の「外出頻度低下」に直結するが、今後その傾
向がより顕著となるおそれ。

国土交通省「都市における人の動きとその変化（令和３年度 全国都市交通特性調査集計結果）」より

地方部、特に男性の
落ち込みが顕著。

高齢者の外出手段及び外出頻度／日（平日） 年齢階層別 外出頻度（平日）



④重症化と社会保障費の増大： 外出活性化による健康寿命延伸と介護費抑制の可能性

22

〇 介護・医療セクターと相互に連携して地域資源を最大活用し、外出・社会参加の機会を
増やし、高齢化に伴う社会保障費の増大を抑制することが必要。
〇 たとえば、外出が週１日以下の高齢者は、ほぼ毎日外出する高齢者に比べ、5年間で介
護費用が約７万円（23%）高くなる。たとえば、もし要介護度２の住民一人を元の生活に留
める／戻すことができれば、最大約120万円／年の財源が生まれる。

「 地域支援事業を活用した地域づくり・資源開発」（ ㈱日本能率協会総合研究所服部真治主幹研究員）

SIP第3期/スマートモビリティプラットフォーム ロジックモデル ほか

区分支給限度基準額
（介護保険から給付される一か月あたりの上限額） 

＜山梨県内での研究事例（右記）＞
〇 山梨県内11市町村の自立高齢者38,875人を対象に、５年間にわたる追跡調査の

結果、外出頻度が「ほぼ毎日」の高齢者に対して「週2-3回」の高齢者は4万円，
「週1回以下」の高齢者は7万円、介護費用が高くなることが判明。

〇 1日の平均歩行時間が「60分以上」の者に対して「30分未満」の者では11万円介
護費用が高くなる。

〇 高齢者の活動性を維持・向上させることで介護費用の増加を抑えられる可能性。
山梨大学大学院総合研究部生命環境学域平井准教授 「活動性の低い高齢者の介護費用は高くなる」（2021年6月）



④重症化と社会保障費の増大： 外出活性化による健康寿命延伸と医療費抑制の可能性

23

〇 富山市での実証において、おでかけ定期券（※）を継続利用するアクティブな高齢者層は、そう
でない高齢者に比べ、医療費が４年間で30％低減され、医療費の増加傾向も抑制されるこ
とを確認。

（※）おでかけ定期券： 富山市内在住の65歳以上の高齢者を対象に、公共交通利用料金を大幅に割引する制度（１乗車100円）。令和4年度で約1000人（全体の20%）の高齢者が利用。

〇 「週３－４回以上の外出」確保が、死亡率、医療費、要介護認定率や介護サービス点数を抑
制か。高齢者の外出活性化支援による医療費の抑制（富山市）

外出頻度と予後（5年）の医療費・要介護認定の相関
（80才以上、足に障害なし）

古谷野 亘（聖学院大学）、長田 斎（女子栄養大学短期大学部）、安藤 雄一（国際保健医療科学院）、澤岡 詩野（ダイヤ高
齢社会研究財団）、甲斐 一郎（東京大学）「傘寿者における外出頻度とその後の医療費・介護サービス点数」（2019）



④社会保障費の増大： 社会保障給付費と公費の負担増加

総務省、財務省資料より

〇 高齢化に伴い、社会保障費が一人当たり給付額と共に急速に増加し続けた結果、令和7年度（2025年度）に
は、GDPの2割を超える状況に（1990年にはGDP比1割程度）。

〇 国民による保険料負担の増加もさりながら、国、地方の公費負担が年率４～５％で増加した結果、令和7年
度に社会保障費の公費負担（国・地方）は55.3兆円に達した（平成31年度（2018年度）比で18%増）。

社会保障費の推移（年金、医療・介護、福祉）

社会保障費の負担分担（年金、医療・介護、福祉）



④「交通空白」解消による地方発の成長： 現役世代の実質負担軽減×社会保障費の抑制

〇 社会保障費の増大は、保険料及び税負担として現役世代を直撃し、実質所得低迷の一
因になるおそれ。また負担の将来世代への付け回しも、将来の不確実性を高め、少子化を更
に加速させるおそれ。ライフスタイルでの負担と給付のバランスを考慮しながら、現役世代の
負担を軽減し可処分所得（実質賃金）を上昇させる総合施策が急務。
〇 「交通空白」解消により、現役世代の時間損失や機会損失を無くし実質的な負担軽減を
実現したい。さらに、社会保険料の増加を抑制しながら、可処分所得を増加に転じ将来不
安を払しょくすることで、少子化傾向に歯止めをかけることを試みたい（地方発の内発的成
長、増税なき財政再建）。ライフサイクルでの負担と給付（教育、医療・介護、年金）

社会保険料の負担分担と財政赤字の推移

総務省、財務省資料より

将来人口推計



地域の衰退、我が国の活力減退： 経済・社会損失を生む負の連鎖構造

26

高齢者の
免許返納

本人の諦め

家族の遠慮・諦め

家族送迎負担の増大
（地方部だと10時間以上も／週）

「頼める人いない、選択肢がない」
「より遠くまで、高頻度で様々な時間に送迎」

思ったように働けない
（就業機会逸走、遠くまで働
きにいけない、重要な役割を
担えない、学べない）

思ったように働けない
（就業機会逸走、遠くまで働
きにいけない、重要な役割を
担えない、学べない）

病院いけない／いかない病院いけない／いかない

病院いけない／いかない病院いけない／いかない

近所では学べない
図書館、塾、進学諦め
部活動諦め

近所では学べない
図書館、塾、進学諦め
部活動諦め

買物、食事、地域活動・会合
いけない／いかない
買物、食事、地域活動・会合
いけない／いかない

域内経済の縮小
税収減

世帯所得・消費減少

全セクターの担い手不
足、働く場の都市転出
魅力的な職場の喪失

全セクターの担い手不
足、働く場の都市転出
魅力的な職場の喪失

家族を食べさ
せることができ
ない。突然死、重症化

地元では生業
や仕事の見通
しが持てない。

自立して
生活できない。
（入院、施設入居）

自分の将来が
みえない。

コミュニティの衰退、
地域文化の後退
コミュニティの衰退、
地域文化の後退

学力低下、生きる力を
育てる原体験の逸走
体力の低下

学力低下、生きる力を
育てる原体験の逸走
体力の低下

急性疾患、重症化
孤独死、要介護化
急性疾患、重症化
孤独死、要介護化

都市部への転出、
地元に帰れない

子供を控え
少子化加速

少子化、生産人口減少の加速
（地域経済と人口の縮小）

公共交通
の衰退

学校や病院
小売店の統廃合



地域の衰退、我が国の活力減退： 経済・社会損失を生む負の連鎖構造

27



「交通空白」解消による経済社会への波及と好循環の創出

28

高齢者が
免許返納
しても暮らせる

稼ぐ力の再生
自己実現

幸福、満足、希望（Well-being実現）

家族送迎負担、外出諦
めからの解放
（働く、学ぶ、生きるを楽しむ）

気にせず働ける。魅力ある仕事に
就ける。キャリアアップと収入増
気にせず働ける。魅力ある仕事に
就ける。キャリアアップと収入増

ワークライフバランスの実現ワークライフバランスの実現

地域で適切なケアが受けられる。
病院へアクセスできる。
地域で適切なケアが受けられる。
病院へアクセスできる。

図書館、塾にいける、進学
諦めない。のびのび部活動
や地域学習ができる。

図書館、塾にいける、進学
諦めない。のびのび部活動
や地域学習ができる。

買物、食事、地域活動・会合
自由にいける。
買物、食事、地域活動・会合
自由にいける。

消費増による域内
経済拡大、税収増

全セクターの担い手が
回復、市場拡大による
魅力的な仕事の創出

全セクターの担い手が
回復、市場拡大による
魅力的な仕事の創出

安心して
健康に働ける

コミュニティ活性化、祭
祀等地域文化再生
コミュニティ活性化、祭
祀等地域文化再生

学力の向上、生きる力
を育てる原体験の獲得
体力の向上、将来所得

学力の向上、生きる力
を育てる原体験の獲得
体力の向上、将来所得

重症化、要介護化の
予防、社会保障費抑制
重症化、要介護化の
予防、社会保障費抑制

将来不安の解消による、少子化・転出
マインド、投資・消費マインドの変容。
財政健全化による対策財源のねん出と
外出支援の更なる充実。

公共交通
の再生、
移動手段
の充実

学校や病院
小売店の再生

外部から人、知恵、資本が入る。

観光客、関係人口の増加
地方での起業や企業立地の増加

社会保障費の抑制、
国・地方財政の健全化

少子化及び生産人口減の緩和
地方発の経済再生

ここで家族を
食べさせること
ができる。

地元で生業や
仕事の見通し
が持てる。

地元で
最後までよく
生きれる。

未来への希望
を実感できる。

将来不安の解消



さて、どうするかでありまして。。。



データに基づく地域公共交通計画
アップデートのための汎用手法が不足

業務の方法が事業者ごとにバラバラ
であり、経営統合や協業が難しい

配車アプリやMaaSアプリが乱立し、
ワンストップ化されていない

事業者ごとにデータがバラバラ

地域横断のデータ分析ができない

地域交通DX推進プロジェクト「コモンズ COMｍｍｍONS」

鉄道A社 バスB社 バスC社

◼ 我が国の地域交通では、MaaSアプリや配車アプリなど、デジタル技術を活用したモビリティサービスの高度化は一定程度
普及したものの、アプリやデータ、業務プロセスなどがそれぞれで発展し、連携していない「サイロ化」（個別最適化）が発生。

◼ 「交通空白」解消に向けて地域交通の連携・協働をさらに深めていく新たなフェーズにおいては、先進技術の導入やデータ
連携に向けた環境整備を促進することが必要。

COMmmmONS（コモンズ） ：Code for Mobility Common Societyの略称。

デジタルの力によってすべての人がアクセス可能な共通のモビリティ基盤を創り出してい
くというプロジェクトのコンセプトが込められています。地域交通の連携・協働の課題となる様々な「サイロ」（個別最適化）

◼ 地域交通における「サイロ化」（個別最適化）の問題に対処するため、
地域交通DX推進プロジェクト「コモンズ」を2025年度からスタート。

◼ 地域交通法の改正とも連動し、共同化・協業化や輸送資源のフル活
用などをデジタル活用の観点から推進するため、以下の取組などを
実施。

① ダイヤ編成や運行管理等のバス業務の標準化

② 施設送迎車両の共同管理システムの提供

③ 交通データの標準化とデータ分析ツールの開発 等

⇒ 地域交通の生産性向上

バラバラな後方業務 標準モデルに
準拠した形に変革

＜現状＞ ＜目指す姿＞

業務連携する際のコスト大

形や色や大きさを統一する
ことで、
業務連携がスムーズに

ダイヤ編成や運行管理等のバス業務の標準化のイメージ地域交通DX推進プロジェクト「コモンズ」の新たな取組

A社
B社 C社 A社 B社 C社
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地域交通法改正と連動して実施したコモンズのプロジェクト

共同化・協業化の推進 ❘ ダイヤ編成や運行管理等のバス業務の標準化

◼バス業界では、ダイヤ編成、運行管
理、勤務管理などの後方業務を各社
が独自に構築。

◼自動運転の本格導入も見据え、業務
とシステムを標準化し、各社が共通
のシステムを使ったり、業務を統合
できる環境が必要。

◼国がバスの後方業務プロセス及びシ
ステムの標準仕様を策定。

◼この標準仕様を普及させることによ
り、システムコスト削減、無駄な回送
の削減などの運行最適化、自動運転
等のシステムの効果最大化などを実
現。

Vis

後方業務には未だ紙管理も存在
データに基づく

運行管理が可能に

輸送資源のフル活用に必要な環境整備 ❘ 施設送迎車両の共同管理システムの提供

◼学校のスクールバスや病院の送迎車
両などを公共ライドシェア等と組み
合わせて地域全体でフル活用するに
は、複数の施設が連携した車両管理
が必要。

◼国がバスの後方業務プロセス及びシ
ステムの標準仕様を策定。

◼この標準仕様を普及させることによ
り、システムコスト削減、無駄な回送
の削減などの運行最適化、自動運転
等のシステムの効果最大化などを実
現。

某介護施設における

ホワイトボード上の管理

簡単な操作で

送迎管理が可能

地域公共交通計画の高度化の実現 ❘ 交通データの標準化とデータ分析ツールの開発

◼交通データは事業者やシステムごと
にバラバラになっており、自治体で
データを統合して活用することが難
しい。

◼自治体職員が扱えるデータ分析ツー
ルが乏しく、コンサル外注に依存す
る傾向。

◼国が交通データの標準仕様を策定。
あわせて、様々なデータを自治体に
おいて簡単に扱えるデータ分析ツー
ルを開発。

◼データ活用環境の整備により、自治
体が作成する地域公共交通計画を
飛躍的に高度化。

A電鉄 B鉄道 C交通 Dバス

変換が必須でコストが大

データ分析ツール

「LINKS Mobilys」



地域交通DX推進プロジェクト「コモンズ」の目指すもの
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モビリティシェアリングシステム
標準化PJ

バス業務標準化PJ

二次元バーコードチケッティングAPI
標準化PJ

デマンドバスシステム標準化PJ

タクシー配車アプリ連携API標準化PJ 
タクシー共同配車業務標準化PJ

モビリティ・データ標準化 PJ

MaaSのサービス品質向上PJ

新幹線×タクシーの予約連携PJ ヘルスケアMaaS社会実装PJ 地域施設送迎のリソースシェア推進PJ

コミュニティバスキット開発PJ SIMレスバス停開発PJ公共交通計画策定支援ツール開発PJ
GTFS-Flex及びGTFS-Ondemandの

技術実証PJ

GTFS-JPのアップデート

カーシェアリングによる
地域の法人車両活用実証PJ

リアルタイム相乗りタクシーマッチング
システム開発PJ

地域交通の総合シミュレーションシステム
の技術実証PJ

実証

プロジェクト

標準化

プロジェクト

地域交通DX推進プロジェクト COMmmONS



モビリティ・データ標準化プロジェクト （レポート）

地域交通DX: COMmmmONSプロジェクト2025

データ供給側の効率化：交通データの取得・提供環境を整備
• 交通事業者によって異なる乗降実績データのフォーマットを統一するための標準仕様を整備。

• データの内容やフォーマット検討が不要となり、交通事業者は提供先（自治体、民間事業者等）が異なっても、同一フォーマットで継続的にデータ提供しやすい環境を構築。

利用側の高度化：利活用環境の整備
• 自治体などデータ利用者はフォーマット変換やクレンジングの手間なく、交通事業者や交通モードを横断した高度な分析が可能。

Project PartnersCopyright © 2026 by MLIT. All rights reserved.

乗降
実績

乗降
実績

乗降
実績

鉄道B社

バスA社

鉄道C社

分析元

データ

形の異なるデータ（個別最適） 個別最適されたデータを変換

サービス データ マネジメント ビジネスプロセス

地域交通DX推進プロジェクト COMmmONS

https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/07_01/


タクシー配車アプリ連携API標準化プロジェクト（レポート）

地域交通DX: COMmmmONSプロジェクト2025

配車アプリと配車システム間の連携を促進しユーザー利便性を向上
• 配車アプリと配車システム間が連携するための標準インターフェース仕様を整備し、配車アプリと配車システム間での仕様すり合わせ等の工数を削減。システム連携を促進。

• 異なる配車アプリと配車システムがN対Nで連携することで、複数アプリが導入済の地域でも、ユーザーは任意のアプリから地域全体のタクシー資源へアクセス可能となる。

Project PartnersCopyright © 2026 by MLIT. All rights reserved.

サービス データ マネジメント ビジネスプロセス

地域交通DX推進プロジェクト COMmmONS

https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/15_01/


タクシー共同配車業務標準化プロジェクト（レポート）

地域交通DX: COMmmmONSプロジェクト2025

共同配車業務の標準化による地域交通資源の有効活用とタクシー事業者の生産性向上
• 深刻化する人手不足や経営環境の変化に対応するため、複数の事業者が連携して配車業務を行う「共同配車」の仕組みを標準化し、業務効率化と需給マッチングの最適化を通じて、地

域における持続可能なタクシーサービスの提供を実現。

• 具体的には、共同配車の立ち上げから運用に至るまでの標準的な業務プロセス等を策定・提供することで、導入時の検討コストやシステム開発負担を軽減し、全国のタクシー事業者によ
る共同配車への円滑な参画と地域交通の維持・活性化を目指す。

Project PartnersCopyright © 2026 by MLIT. All rights reserved.

サービス データ マネジメント ビジネスプロセス

地域交通DX推進プロジェクト COMmmONS

https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/15_01/


バス業務標準化プロジェクト（レポート）

地域交通DX: COMmmmONSプロジェクト2025

バス業務の標準業務及び標準システムアーキテクチャを整備しバス業界のDXを実現
• 従来全国でバラバラとなっていた、バス事業者の運行管理等の「業務」とこれに用いる「システム」の標準仕様を策定。

• これにより、業務の協業化・共同化やシステムの現代化（リプレイス）等を行う際のコスト削減を実現。

• ダイヤ編成や勤務管理など個別のアプリごとに独立していた業務データが統合データベースとして連携可能となることで、データに基づく経営分析や帳票の自動作成等の高度なデータ
活用が可能に。

Project PartnersCopyright © 2026 by MLIT. All rights reserved.

サービス データ マネジメント ビジネスプロセス コミュニティ

地域交通DX推進プロジェクト COMmmONS

https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/19_01/


公共交通計画策定支援ツール「LINKS Mobilys」開発プロジェクト（レポート）

地域交通DX: COMmmmONSプロジェクト2025

ブラウザ上で容易に地域交通の現状可視化や分析を可能とするウェブツールを開発
• 到達圏分析やOD輸送量といった、地域公共交通計画検討に必要な典型的なデータ分析をブラウザ操作のみで簡単に実現するツールを開発し、オープンソースで提供。

• バスのルートや停留所の配置、運行本数変更等の検討に必要な機能を簡易なUI/UXで提供することで、外部専門家に頼らず自治体職員自らデータ分析可能な環境を実現。

施策効果シミュレーション等の意思決定支援機能を提供
• 発展的機能として、路線・ダイヤを簡単に編集し、これによる利用者数変化などをシミュレーションする機能を提供。地域公共交通計画の検討に必要な資料として簡単に出力可能とする

ことで、資料作成にかかるコストを削減するとともに、計画の品質向上（EBPM）を実現

Project PartnersCopyright © 2026 by MLIT. All rights reserved.

サービス データ マネジメント ビジネスプロセス コミュニティ

地域交通DX推進プロジェクト COMmmONS

https://www.mlit.go.jp/commmmons/?modal=report15


地域施設送迎のリソースシェア推進プロジェクト（レポート）

地域交通DX: COMmmmONSプロジェクト2025

複数施設間での共同配車管理システムを開発
• 複数の施設が送迎車両の運行計画立案や運行管理等を共同で行うための共同配車管理システムを開発。簡易なUI/UXで誰でも扱えるソフトウェアとしてオープンソースで提供。

施設送迎車両を地域の輸送資源として活用可能に
• 福祉・観光・教育等で各施設で個別に管理されてきた送迎車両を共同リソースとして活用可能とすることで、各施設の業務効率化を促進。

• 車両運行の効率化により生じた「空き時間」を利用して地域住民の輸送を担うなど、地域における施設送迎車両のフル活用を実現。

Project PartnersCopyright © 2026 by MLIT. All rights reserved.

サービス データ マネジメント ビジネスプロセス コミュニティ

地域交通DX推進プロジェクト COMmmONS

https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/04_01/


FY2025 COMmmmONS Project Partners
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プロダクト
レベル

初期仮説
検証

◼ 「サイロ化」突破と相互運用性の確保による連携・協働を推進するため、「標準化」をアプローチとして選定

◼ ベストプラクティス開発として、一部地域・事業者での具体的なソリューションの有用性検証を実施

◼ その成果を汎用的な技術仕様・スキームとすべく、標準ドキュメントの初版を策定

プロトタイプ開発

「標準化」の推進が交通課題に有効なアプローチであることを立証するとともに、
事業者・業界団体等との関係構築、標準ドキュメント初版等の取組の基礎を整備

社会
実装

FY2027

技術開発成果の品質向上

地域交通DXの社会実装

FY202５

◼ FY2025のベストプラクティス及び標準化成果物のアップデート

◼ 標準化成果物の普及およびDX施策の社会実装の始動

◼ 事業の持続可能性を担保するためのビジネスモデル開発

ベストプラクティスの社会実装の始動と、有効なビジネスモデル開発により社
会実装の本格化に向けた準備完了

◼ 運用フェーズへの移行に向けた、標準化成果物のリファイン・領域拡大

◼ 標準仕様の改訂、仕様準拠の認可等、標準仕様の運用を行える体制の整備

◼ 自律的なDX推進の機運醸成のための、交通事業者や自治体の現場レベルの人材育成

地域交通DXのベストプラクティスの社会実装及びエコシステムの自律的発展
による、持続可能な地域交通を実現

【取組
み】

【成果】

【取組
み】

【成果】

【取組
み】

【成果】

FY2026

地域交通DX推進プロジェクト「コモンズ」の目指すもの



➢ 複数の地方公共団体や交通事業者、施設等への運送サービス提供者による地域旅客運送サービスの共同化・
協業化等も通じた連携の取組により、共同で路線バス・乗合タクシー・公共ライドシェア等の運送を実施する事業を調査から
実証運行までトータルで支援

➢ 補助率：1,000万円まで定額、1,000万円を超える部分は２／３（上限1億2,000万円）

２.共同化・協業化促進タイプ

１２月１６日に成立した令和７年度補正予算を活用し、「交通空白」解消に向けた地域の移動手段の確保等に対する支援のほか、 共同化・協業化、

デジタル技術を活用した高度サービスの実装（地域交通DX）、地方公共団体の体制整備等を幅広く支援し、持続的な地域 公共交通の確立を推

進。【地方公共団体の負担分について、新たに特別交付税措置を創設（１.または２.のみ）】

※「交通空白」解消・官民連携プラットフォームの参加が要件※

３.地域交通ＤＸ推進タイプ

➢ 事業者・事業種の連携・協働により複数のモビリティデータの統合及び活用や国の定める標準仕様に基づくシステム統合、

標準業務モデルの導入など、デジタル技術を活用した高度サービスの実装を支援

➢ 補助率：地方公共団体の規模に応じて１／２～２／３（上限１億円）
➢ ※人口10万人未満の自治体は500万円まで定額

４．モビリティ人材・組織育成タイプ

➢ 地方公共団体が行う「交通空白」を生み出さない持続可能な地域交通を実現するための体制整備に必要な、

企画・立案や交通事業者・地元住民等の関係者との調整等を行う団体や人材の育成等を支援

➢ 補助率：定額（上限3,000万円）

➢ 全国に約2,500存在する「交通空白」解消に目処をつけるため、公共ライドシェア・デマンド交通・乗合タクシー等の導入や、医療・福祉・

教育等の他分野の関係者が連携して移動手段を支える仕組みの構築を調査から実証運行までトータルで支援

➢ 補助率：500万円まで定額、500万円を超える部分は２／３（上限１億円）
※東京23区および三大都市圏の政令指定都市（川崎・横浜・相模原・さいたま・千葉・名古屋・京都・大阪・堺・神戸）は１／３（定額無し）

１.「交通空白」解消タイプ

令和７年度補正予算を活用した「交通空白」解消等リ・デザイン全面展開
地域公共交通確保維持改善事業等

令和７年度補正 ３５２億円の内数
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移動を

日本の成長エンジンにしましょう。

デジタル活用と連携・協働で実現。

みんなで一緒に

やってみませんか。
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